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働
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調
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基
に
作
成



２０１０年を１００とした指数

出典：内閣府提出資料を基に作成

名目・実質賃金の動向

2012年11⽉ 2015年11⽉
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実質 87.1 84.1
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財務省提出資料
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④

（
未

定
）（
運

転
停

止
中

）



（
2
0
1
4
年

）
 

「
現

在
の

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

処
理

ア
プ

ロ
ー

チ
は

、
コ

ス
ト

の
上

昇
と

財
政

難
の

た
め

に
負

担
し

き
れ

な
い

か
も

し
れ

な
い

(
m
a
y
 
b
e
 
u
n
a
f
f
o
r
d
a
b
l
e
)
。
」

 

米
国

2
0
1
4
年

会
計

年
度

予
算

案
「

F
Y
2
0
1
4
 
B
U
D
G
E
T
 
O
F
 
T
H
E
 
U
.
S
.
 
G
O
V
E
R
N
M
E
N
T
」

p
.
9
0
か

ら
引

用
 

（
2
0
1
5
年

）
 
 

「
オ

バ
マ

政
権

は
2
0
1
5
年

度
予

算
案

編
成

の
中

で
、
建

設
中

の
M
O
X
燃

料
製

造
施

設
（

M
F
F
F
）

お
よ

び
関

連
施

設
を

“
凍

結
状

態
（

C
o
l
d
 S
t
a
n
d
b
y
）
”
と

し
、
他

の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
オ

プ
シ

ョ
ン

を
検

討
す

る
よ

う
に

要
請

し
た

。
」

 

「
平

成
2
6
年

度
発

電
用

原
子

炉
等

利
用

環
境

調
査

報
告

書
（

米
国

に
お

け
る

原
子

力
政

策
に

関
す

る
動

向
調

査
）
」
か

ら
引

用
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第
３
回
核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
・
サ
ミ
ッ
ト
で
の
安
倍
総
理
の

発
言
（
2
0
1
4
年

3
月

2
4
日
）
 

「
1
つ
目
は

，
サ
ミ
ッ
ト
の
議
題
の
中
核
で
あ
る
核
物
質
の
最
小
化
と
適
正
管
理
で
す
。
 

こ
れ
ま
で
も

我
が
国
は
，
国
際
的
な
核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
に
貢
献
す
る
た
め
，
核
物
質
を
米
国
に
移
転
・
処

分
す
る
な
ど
，
核
物
質
の
最
小
化
の
取
組
を
続
け
て
き
ま
し
た
。
こ
の
た
び
日
本
は
，
米
国
の
協
力
の
下
，
研
究

炉
の

一
つ

で
あ

る
高

速
炉

臨
界

実
験

装
置

（
F
C
A
）

で
使

用
し

て
き

た
高

濃
縮

ウ
ラ

ン
と

分
離

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

を

全
量
撤
去
す
る
こ
と
を
決
定
し
，
日
米
首
脳
に
よ
る
共
同
声
明
を
発
出
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
燃
料
を
用
い
る
予
定

で
あ
っ
た
最
先
端
研
究
は
，
代
替
燃
料
を
用
い
て
日
米
の
協
力
の
下
で
行
う
こ
と
な
ど
に
も
合
意
し
ま
し
た
。
核

テ
ロ
対
策
ニ
ー
ズ
と
研
究
開
発
ニ
ー
ズ
を
両
立
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
今
後
も
，
同
様
の
考
え
方
で
，
こ

れ
ら
の
核
物
質

の
最
小
化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
 

 
ま

た
，

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

に
つ

い
て

は
，
「

利
用

目
的

の
な

い
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
は

持
た

な
い

」
と

の
原

則
を

引
き

続
き
堅
持
し
ま

す
。
こ
れ
を
実
効
性
あ
る
も
の
と
す
る
た
め
，
プ
ル
ト

ニ
ウ
ム
の
回
収
と
利
用
の
バ
ラ
ン
ス
を
十

分
に
考
慮
し
ま

す
。
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
適
切
な
管
理
も
引
き
続
き
徹
底
し
ま
す
。
」
 

外
務

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
引

用
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